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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

生保業界における健康連動型商品の台頭
～熾烈な競争は既に始まっている

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

1. 健康連動型商品とは？

従来の生命保険商品では生命表に加え、
個々人の病歴、喫煙有無などの健康状態
に関するデータから発病/死亡リスクを
算定して、それに応じた保険料を設定し
ていた。健康連動型商品も健康リスクに
応じて保険料が設定される構造は変わら
ないが、大きな特徴は人々の生活習慣か
ら健康リスクを算定しようとする試み
だ。例えば週に10kmのランニングを継
続している人や、健康食品を中心とした
食生活を送っている人は、より病気にな
りにくいという仮説のもとに成り立って
いる。

従来、人々の生活習慣に係るようなパー
ソナライズされた個人情報は技術的に取
得できないか、取得できてもそのための
コストが高いことから商品化は困難だっ
た。しかし、モバイル端末やウェアラブ
ル端末などデジタルが生活に浸透してい
る中で実用化のめどがたってきており、

健康意識の高い人に対してはよりリー
ズナブルな保険料を提案できるように
なる。

もう一つの特徴として、健康増進に寄
与する活動を継続することで保険加入
者が得られるリワード（報酬）にも注
目すべきだ。人は自分が健康であると
きはその価値を低く見積もりがちであ
り、健康維持だけを目的とした活動を
続けることがいかに難しいかは言うま
でもないだろう。活動結果が魅力ある
リワードとして返ってくることで継続
のインセンティブとなり、健康を維
持、または増進した結果として解約を
減らすことにもつながるのだ。

2. 海外事例からみる差別化要素

一概に健康連動型商品といっても、海
外動向を見ると各社各様の商品・サー
ビス開発を行っていることがわかる。
さらに、これらの商品・サービスの差

別化戦略には4つのステップが存在する
と考えられる。

ここでは海外事例を中心に各社の差別化
戦略とその特徴を見ていきたい。

ステップ1：健康リスクを算定する個人
情報の収集

この保険を開発するには人々の生活習慣
から健康に影響するデータを低コストで
収集するための技術基盤が必要となる。

健康に係るパーソナルデータの例として
は、生体情報（心拍数、血糖値、BMIな
ど）に加えて、活動情報（歩数、プール
で泳いだ距離など）の活用も想定され
る。いずれのデータも手間をかけずに自
動で計測するアプリやウェアラブル端末
は既に市場に存在しているが、特定の事
業体が市場を独占できている状況ではな
い。特に保険会社としては健康リスク評
価に必要な情報の取得可否だけでなく、

データの信頼性（本人認証や計測データ
の改ざん防止）が課題となるので、必要
な信頼性を確保できる技術をもち、かつ
十分な市場シェアをもつ端末/アプリ業
者との提携が第一歩となるだろう。海外
保険会社の事例では、情報入手基盤とし
てウェアラブル端末が多く活用されて
いる。

ステップ2：パーソナライズ化された保
険商品の開発

パーソナルデータを保険会社に提供する
見返りとして従来にはない低価格な保険
を選択できることは保険加入者にとって
大きな魅力だ。一方、保険会社側として
は取得した生体情報や活動情報からどの
ように保険料を算出するかが、商品認可
の観点からも最初の関門となるだろう。
各社とも収益性を損なわずに提案できる
商品開発力が求められる。

英国 Avivaでは 2009年からRoad to 
Health社とのパートナリングにより健康

増進サービスをバンドルした保険商品
「MyHealthCounts」の販売を開始し
た。Road to Health社のウェルネスプロ
グラムは、Qscore（対象者の健康に係る
生活習慣データをインプットして、独自
のアルゴリズムによりスコア算出され
る）により、「同じ年齢、性別、人種の
人が100人いたとしたら、自分が何番目
に健康か」という指標で健康度合いを教
えてくれるものだ。保険加入者はこの
サービスを受けられるだけでなく、保険
期間9か月までのQscoreに基づき、最大
15%の保険料割引を受けることができる。

ステップ3：魅力的なリワードプログラ
ムの開発

海外の保険各社は健康状態に応じた保険
料割引だけでなく、目標の達成度合いに
応じて保険加入者に提供されるリワード
開発にも力を入れている。

南アフリカのDiscoveryが開発した健康
増進プログラム「Vitality」では、「Get 

healthy, Get rewarded（健康になって報
酬を手に入れよう）」というコンセプト
を打ち出しており、健康増進に取り組ん
だ結果として得られる報酬の魅力を前面
にだしている。Vitalityでは加入者が健
康に寄与する取組みを実施することでポ
イントを付与され、一定の数値を超える
とステージが上がってそれに応じたリ
ワードを得ることができるが、ドラッグ
ストア、スーパーマーケット、ホテル、
航空会社など、多様や業種を巻き込んだ
リワードを提供している。

また、オーストラリアのMediBankでは
保険加入者はポイントリワード会社の
flybuysにも同時加入することで一定の
flybuyポイントを獲得でき、提携する
スーパーマーケットで生鮮野菜や果物な
どを購入すると通常の3倍のポイントを
得ることができる。さらに、ウェアラブ
ル端末をつけて運動することでも1日最
大で10ポイントを獲得できる。

つまり、リワード開発とはいかに他業種
も含めた魅力あるリワードを保険加入者
に還元できるかであり、業界をまたいだ
産業体系（エコシステム）の確立が競争
優位性におけるポイントのひとつとなっ
てくるだろう。

ステップ4：リワード提供の即時性

最後のステップがリワード提供の即時性
だ。健康状態に応じた保険料割引やリ
ワードは従来商品にはない特徴であり市
場への訴求効果が期待できるが、これら
の商品は保険加入者が健康増進活動をど
の程度実施するかで後の保険料が変動す
るケースもあるため、タイムリーなリテ
ンションが重要だ。人間は飽きやすく忘
れやすいので、なにもしなければ数年後
にかえって保険料が割高となる可能性も
あり、結果ロイヤリティー低下による解
約増につながりかねない。

前述したDiscoveryでは、2015年にActive 
Rewardsの販売を開始した。リワード自

体はスムージー購入チケットなど少額な
ものが中心だが、今週の活動結果が翌週
リワードとして得られる即時性を持って
いるのが特徴だ。

また、米国Oscar Healthでは、フィット
ネスウェアラブルメーカーMisfitとの
パートナリングにより、健康アプリ
「Misfit Flash fitness tracker」と連携す
る保険商品を販売しており、保険加入者
の健康状態に合わせて設定されたゴール
（歩数）を達成できると毎日1ドルが付
与されるリワードプログラム（毎年上限
$240まで）を提供している。

リワードに即時性を持たせることは保険
加入者のリテンションを高めるだけでは
なく、保険業では難しいとされてきたカ
スタマータッチポイントの量・質強化と
も親和性があるので、よりニーズにマッ
チした商品開発や顧客体験提供への波及
効果も期待できるだろう。

3. おわりに

冒頭に述べたとおり前述は既に現実世界
の話であり、日本市場においても無縁で
はいられない。一方で、この保険商品を
中心としたプログラムは従来の業態（場
合によっては業法）の枠組みにとどまら
ず、ビジネスモデル自体の再構築を要す
るため、導入には少なからず経営リスク
が伴うともいえる。デバイス/リワード
パートナーの選定と商談、パートナーを
含めたセキュリティ対策、リワード開
発、事務設計、新商品開発と収益モデル
精査、自社ITシステムの改修とパート
ナーシステムとの接続、代理店への説明
とコミッションへの影響、監督官庁との
調整、業法との整合性、既存保険加入者
からの転換など、やるべきことは山積み
だが、今一番求められているのはなによ
りもスピードだろう。勝者はまだ見えな
いが、筆者もコンサルタントとしてこの
大きな流れの最前線に身を置き、挑戦す
る保険各社と共に成功に向けて尽力した
いと考えている。

Fintechやデジタル化による市場競争の変化は保険業界においても無縁ではな
い。既に損保業界ではテレマティクスなどデジタルを活用することによる
様々な新商品・サービスが台頭してきているが、長らく新商品開発における
差別化戦略に悩まされていた生保業界も大きな転換期を迎えている。

人々の健康に係るリスクをどのようにコントロールするか？

古今東西、この命題に対する興味は尽きることがないが、昨今海外を中心に
デジタルを活用した健康連動型の保険商品が次々と投入されており、国内で
も新たな収益源の可能性として多くの保険各社が興味を示している。

1年前であればリサーチやDue diligenceの段階にあったこのテーマは、今日
先進的な国内生保会社では既に導入フェーズに移行しつつある。
つまり、これは近い将来の話ではない。競争は既に始まっているのだ。

杉山 泰之

2000年　アクセンチュア㈱入社
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シニア・マネジャー

Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。
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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

1. 健康連動型商品とは？

従来の生命保険商品では生命表に加え、
個々人の病歴、喫煙有無などの健康状態
に関するデータから発病/死亡リスクを
算定して、それに応じた保険料を設定し
ていた。健康連動型商品も健康リスクに
応じて保険料が設定される構造は変わら
ないが、大きな特徴は人々の生活習慣か
ら健康リスクを算定しようとする試み
だ。例えば週に10kmのランニングを継
続している人や、健康食品を中心とした
食生活を送っている人は、より病気にな
りにくいという仮説のもとに成り立って
いる。

従来、人々の生活習慣に係るようなパー
ソナライズされた個人情報は技術的に取
得できないか、取得できてもそのための
コストが高いことから商品化は困難だっ
た。しかし、モバイル端末やウェアラブ
ル端末などデジタルが生活に浸透してい
る中で実用化のめどがたってきており、

健康意識の高い人に対してはよりリー
ズナブルな保険料を提案できるように
なる。

もう一つの特徴として、健康増進に寄
与する活動を継続することで保険加入
者が得られるリワード（報酬）にも注
目すべきだ。人は自分が健康であると
きはその価値を低く見積もりがちであ
り、健康維持だけを目的とした活動を
続けることがいかに難しいかは言うま
でもないだろう。活動結果が魅力ある
リワードとして返ってくることで継続
のインセンティブとなり、健康を維
持、または増進した結果として解約を
減らすことにもつながるのだ。

2. 海外事例からみる差別化要素

一概に健康連動型商品といっても、海
外動向を見ると各社各様の商品・サー
ビス開発を行っていることがわかる。
さらに、これらの商品・サービスの差

別化戦略には4つのステップが存在する
と考えられる。

ここでは海外事例を中心に各社の差別化
戦略とその特徴を見ていきたい。

ステップ1：健康リスクを算定する個人
情報の収集

この保険を開発するには人々の生活習慣
から健康に影響するデータを低コストで
収集するための技術基盤が必要となる。

健康に係るパーソナルデータの例として
は、生体情報（心拍数、血糖値、BMIな
ど）に加えて、活動情報（歩数、プール
で泳いだ距離など）の活用も想定され
る。いずれのデータも手間をかけずに自
動で計測するアプリやウェアラブル端末
は既に市場に存在しているが、特定の事
業体が市場を独占できている状況ではな
い。特に保険会社としては健康リスク評
価に必要な情報の取得可否だけでなく、

データの信頼性（本人認証や計測データ
の改ざん防止）が課題となるので、必要
な信頼性を確保できる技術をもち、かつ
十分な市場シェアをもつ端末/アプリ業
者との提携が第一歩となるだろう。海外
保険会社の事例では、情報入手基盤とし
てウェアラブル端末が多く活用されて
いる。

ステップ2：パーソナライズ化された保
険商品の開発

パーソナルデータを保険会社に提供する
見返りとして従来にはない低価格な保険
を選択できることは保険加入者にとって
大きな魅力だ。一方、保険会社側として
は取得した生体情報や活動情報からどの
ように保険料を算出するかが、商品認可
の観点からも最初の関門となるだろう。
各社とも収益性を損なわずに提案できる
商品開発力が求められる。

英国 Avivaでは 2009年からRoad to 
Health社とのパートナリングにより健康

増進サービスをバンドルした保険商品
「MyHealthCounts」の販売を開始し
た。Road to Health社のウェルネスプロ
グラムは、Qscore（対象者の健康に係る
生活習慣データをインプットして、独自
のアルゴリズムによりスコア算出され
る）により、「同じ年齢、性別、人種の
人が100人いたとしたら、自分が何番目
に健康か」という指標で健康度合いを教
えてくれるものだ。保険加入者はこの
サービスを受けられるだけでなく、保険
期間9か月までのQscoreに基づき、最大
15%の保険料割引を受けることができる。

ステップ3：魅力的なリワードプログラ
ムの開発

海外の保険各社は健康状態に応じた保険
料割引だけでなく、目標の達成度合いに
応じて保険加入者に提供されるリワード
開発にも力を入れている。

南アフリカのDiscoveryが開発した健康
増進プログラム「Vitality」では、「Get 

healthy, Get rewarded（健康になって報
酬を手に入れよう）」というコンセプト
を打ち出しており、健康増進に取り組ん
だ結果として得られる報酬の魅力を前面
にだしている。Vitalityでは加入者が健
康に寄与する取組みを実施することでポ
イントを付与され、一定の数値を超える
とステージが上がってそれに応じたリ
ワードを得ることができるが、ドラッグ
ストア、スーパーマーケット、ホテル、
航空会社など、多様や業種を巻き込んだ
リワードを提供している。

また、オーストラリアのMediBankでは
保険加入者はポイントリワード会社の
flybuysにも同時加入することで一定の
flybuyポイントを獲得でき、提携する
スーパーマーケットで生鮮野菜や果物な
どを購入すると通常の3倍のポイントを
得ることができる。さらに、ウェアラブ
ル端末をつけて運動することでも1日最
大で10ポイントを獲得できる。

つまり、リワード開発とはいかに他業種
も含めた魅力あるリワードを保険加入者
に還元できるかであり、業界をまたいだ
産業体系（エコシステム）の確立が競争
優位性におけるポイントのひとつとなっ
てくるだろう。

ステップ4：リワード提供の即時性

最後のステップがリワード提供の即時性
だ。健康状態に応じた保険料割引やリ
ワードは従来商品にはない特徴であり市
場への訴求効果が期待できるが、これら
の商品は保険加入者が健康増進活動をど
の程度実施するかで後の保険料が変動す
るケースもあるため、タイムリーなリテ
ンションが重要だ。人間は飽きやすく忘
れやすいので、なにもしなければ数年後
にかえって保険料が割高となる可能性も
あり、結果ロイヤリティー低下による解
約増につながりかねない。

前述したDiscoveryでは、2015年にActive 
Rewardsの販売を開始した。リワード自

体はスムージー購入チケットなど少額な
ものが中心だが、今週の活動結果が翌週
リワードとして得られる即時性を持って
いるのが特徴だ。

また、米国Oscar Healthでは、フィット
ネスウェアラブルメーカーMisfitとの
パートナリングにより、健康アプリ
「Misfit Flash fitness tracker」と連携す
る保険商品を販売しており、保険加入者
の健康状態に合わせて設定されたゴール
（歩数）を達成できると毎日1ドルが付
与されるリワードプログラム（毎年上限
$240まで）を提供している。

リワードに即時性を持たせることは保険
加入者のリテンションを高めるだけでは
なく、保険業では難しいとされてきたカ
スタマータッチポイントの量・質強化と
も親和性があるので、よりニーズにマッ
チした商品開発や顧客体験提供への波及
効果も期待できるだろう。

3. おわりに

冒頭に述べたとおり前述は既に現実世界
の話であり、日本市場においても無縁で
はいられない。一方で、この保険商品を
中心としたプログラムは従来の業態（場
合によっては業法）の枠組みにとどまら
ず、ビジネスモデル自体の再構築を要す
るため、導入には少なからず経営リスク
が伴うともいえる。デバイス/リワード
パートナーの選定と商談、パートナーを
含めたセキュリティ対策、リワード開
発、事務設計、新商品開発と収益モデル
精査、自社ITシステムの改修とパート
ナーシステムとの接続、代理店への説明
とコミッションへの影響、監督官庁との
調整、業法との整合性、既存保険加入者
からの転換など、やるべきことは山積み
だが、今一番求められているのはなによ
りもスピードだろう。勝者はまだ見えな
いが、筆者もコンサルタントとしてこの
大きな流れの最前線に身を置き、挑戦す
る保険各社と共に成功に向けて尽力した
いと考えている。

Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

図表1   健康連動型保険商品のビジネスモデル例
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のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。

従来の保険商品 健康連動型保険商品

保険加入者

保険加入者
加入申込、保険料

保険金・給付金

加入申込、保険料・
健康サービス利用料

ウェラブル端末など 保険金・給付金

生体情報、活動情報（歩数など）

健康リスク評価に必要な個人情報

リワード（報酬）

業務提携

業務提携

リワード原資

保険会社

リワードパートナー

保険会社

端末/アプリ業者
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Ⅰ. 顧客の行動が変わった

失われゆく顧客接点

「店に客が来なくなった」というクライ
アントの声を数年前からよく聞くように
なった。ある銀行では、5年前と比べる
とカウンターへの来店客は2割近く減少
したという。

一方、非対面の顧客接点に目を向ける
と、インターネット・バンキングの利用
者は全顧客中20%程度にとどまっている
（出所：「金融機関業務のシステム化に
関するアンケート調査結果（FISC）」）。
対面での顧客接点の不足を非対面で補う
には、現状のインターネット・バンキン
グの利用者数はあまりに不十分である。

顧客との接触は、年に1～2回の来店ある
いはATM/ダイレクトメール。インター
ネット経由で顧客に接触しようにも大半
の顧客のメールアドレスも携帯番号も分

からない、というのが各行の抱える共通
の課題認識ではないだろうか。

変わりゆく顧客

顧客に視点を移すと、2007年以降のス
マホの普及によりその行動様式は大きく
様変わりしている。

顧客は、①銀行の統制下にあるチャネル
（ホームページ／支店等）と銀行の統制
下にないチャネル（クチコミサイト等）
を自由に行き来し、②商品を比較の上選
択し、③クチコミを投稿し、④自分の体
験を発信するようになった。⑤クチコミ
や体験はつながりを通じて拡散され、⑥
時にはアウトバウンド広告の何倍もの効
果を発揮する。⑦また時には、企業とと
もに新たなサービスを作り上げる存在と
なった。（図表1）

ビジネスの主導権は顧客へ

顧客は常にネットにつながっており、購

買の意思決定に必要な客観情報はいつで
も手に入る。もはや顧客への提供情報を
企業はコントロールできず、主導権は顧
客側に移った。「BtoCビジネス」は
「CtoBビジネス（顧客志向型ビジネ
ス）」に転換したのである。

Ⅱ. 銀行も変わらなくてはならない
～銀行をデジタル化せよ

顧客の行動が大きく変わった今、来店前
提で設計されてきた商品 /サービス・
セールス・チャネルのあり方を抜本的に
見直す必要がある。これを銀行のデジタ
ル化と呼び、その道程には大きく3つの
チャレンジ「ロケーションフリー化」
「個別化」「”脱”銀行化」が控えてい
る。（図表2）

Lv1. ロケーションフリー化

デジタルバンク化の第一のチャレンジ
は、顧客がいつでも・どこにいても・ス
トレスなくサービス提供可能なロケー

ションフリーバンクになることである。
そのために重要なのは、①スマホを中心
とした顧客デバイスを最重要チャネルと
位置付ける、②顧客の総ネット会員化を
推進する、③店舗を軽量化し改革原資を
捻出する、の3点である。

①最重要チャネルであるスマホ等の顧客
デバイスでは、あらゆる商品の申込・取
引・相談等、フルサービスでストレスな
く提供できるようにする必要がある。例
えばポーランドのmBankは、ローンの申
込から入金までも含め、あらゆる取引を
信号待ちの30秒間で完結させるコンセプ
トでスマホバンキングを刷新した。

②顧客を総ネット会員化し顧客といつで
も・どこでもつながれるようにするに
は、魅力的なスマホアプリの開発、スマ
ホアプリが発行する取引時ワンタイムパ
スワードの必須化、店舗における操作案
内体制の整備・キャンペーン等の施策を
総動員する必要がある。

③店舗を軽量化するには、「対面でのフ
ルサービス提供」を与件とせず、目的を
絞りコストを従来の1～2割に抑えた店舗
をより多く・より顧客の近くに再配置す
る、といった発想で店舗改革を進める必
要がある。

デジタル時代への対応としてのロケー
ションフリー化は、既存顧客との関係を
維持する上で必須な対応といえる。

Lv2. 個別化

第二のチャレンジは、「この銀行は自分
のことを正しく理解してくれている、大
切にしてくれている」と思われるような
パーソナルバンクになることである。

重要なのは、①行動を一にする顧客セグ
メントの確立、②個客毎マーケティング
による顧客アプローチの精緻化、③チャ
ネル横断での顧客アプローチの仕組の整
備、の3点である。

①顧客の行動様式やライフステージ/ラ
イフスタイルを加味した「行動を一にす
るマイクロセグメント」はクロスセル提
案・離反防止等のあらゆる予測モデルの
ベースとなる重要な要素である。海外で
はセグメント定義や必要となるデータモ
デルの型が確立されてきており、日本に
おいても、こうした型を輸入し、予測モ
デルの高度化を図るべき時期に来ている。

②個客毎マーケティングとは、全ての顧
客に対し「今何をどこで提案すべきか、
今提案すべきことがなくても次はいつ何
を提案すべきか」を明らかにすることで
ある。商品毎マーケティングで見込み顧
客を抽出するだけでは提案のない顧客や
複数の提案が集中する顧客が出てきてし
まい、「自分のことを理解してくれてい
る、大切にしてくれている」という評価
は得られない。全ての顧客に対し意味あ
る提案をする準備を整えておくことは顧
客志向を追求する上で極めて重要である。

③提案を顧客に伝える手段の整備も必要
である。具体的には、顧客デバイス・
ATM・渉外タブレット・店頭端末等の
チャネルにメッセージ配信する機能、詳
細説明コンテンツを提示する機能、反応
検知の機能、メッセージやコンテンツを
本部ユーザが自由に登録する機能等が考
えられる。こうした仕組みにより顧客に
適切なタイミングで提案を行うととも
に、予測モデルを低コストで高速に検証
することが可能となる。

個別化は、顧客理解・関係深化を通じて
シェア・オブ・ウォレットを獲得する上
での必須の取組みと言える。

Lv3.“脱”銀行化

第三のチャレンジは、「この銀行は自分
の真のニーズを満たしてくれる」と思わ
れるようなサービスカンパニーになるこ
とである。

重要なのは、金融ニーズの先にあるモ
ノ・コト・体験ニーズを見据え、異業種
を巻き込みながらワンストップでソ
リューションを提供することである。

例えば、住宅ローンの先にある「快適な
住環境を手に入れたい」というニーズを
見据えた場合、そこには、住む場所・物
件・内装・家具・保険・アフターメンテ
ナンス等、膨大な検討事項が控えてい
る。オーストラリアのコモンウェルス銀
行では、住まい選びに役立つ各種情報の
提供、物件紹介のスマホアプリの提供
等、ワンストップでのニーズ充足を志向
した取組を実際に行っており参考になる。

 “脱”銀行化は、圧倒的な差別化を生み出
したり、従来の顧客基盤を活かしながら
新たな収益源を獲得する上での必須の取
組みと言える。

Ⅲ. デジタル化の実現に向けて

銀行のデジタル化を実現するには、これ
までの「当たり前」をいかに打破してい
くかがカギとなる。必要なスキルも、新
技術/サービスへの理解、デジタルマー
ケティングへの理解、戦略立案／システ
ム化構想立案能力、ユーザエクスペリエ
ンス・デザイン思考・プロトタイピング
開発能力等、多様である。このような難
プログラムを実現するため、海外では、
経営直轄で内外の人材を専担組織に集約
し推進しており、是非参考にすべきであ
ろう。

海外のＩRの席上では「貴行のデジタル
戦略は何か」が必ず問われると聞く。デ
ジタルな時代・変容した顧客に対し、既
存のコアビジネスをいつまでにどのよう
に適応/高度化させていくのか。本邦に
おいても、期限ある道程を描くタイミン
グに来ている。

1. 健康連動型商品とは？

従来の生命保険商品では生命表に加え、
個々人の病歴、喫煙有無などの健康状態
に関するデータから発病/死亡リスクを
算定して、それに応じた保険料を設定し
ていた。健康連動型商品も健康リスクに
応じて保険料が設定される構造は変わら
ないが、大きな特徴は人々の生活習慣か
ら健康リスクを算定しようとする試み
だ。例えば週に10kmのランニングを継
続している人や、健康食品を中心とした
食生活を送っている人は、より病気にな
りにくいという仮説のもとに成り立って
いる。

従来、人々の生活習慣に係るようなパー
ソナライズされた個人情報は技術的に取
得できないか、取得できてもそのための
コストが高いことから商品化は困難だっ
た。しかし、モバイル端末やウェアラブ
ル端末などデジタルが生活に浸透してい
る中で実用化のめどがたってきており、

健康意識の高い人に対してはよりリー
ズナブルな保険料を提案できるように
なる。

もう一つの特徴として、健康増進に寄
与する活動を継続することで保険加入
者が得られるリワード（報酬）にも注
目すべきだ。人は自分が健康であると
きはその価値を低く見積もりがちであ
り、健康維持だけを目的とした活動を
続けることがいかに難しいかは言うま
でもないだろう。活動結果が魅力ある
リワードとして返ってくることで継続
のインセンティブとなり、健康を維
持、または増進した結果として解約を
減らすことにもつながるのだ。

2. 海外事例からみる差別化要素

一概に健康連動型商品といっても、海
外動向を見ると各社各様の商品・サー
ビス開発を行っていることがわかる。
さらに、これらの商品・サービスの差

別化戦略には4つのステップが存在する
と考えられる。

ここでは海外事例を中心に各社の差別化
戦略とその特徴を見ていきたい。

ステップ1：健康リスクを算定する個人
情報の収集

この保険を開発するには人々の生活習慣
から健康に影響するデータを低コストで
収集するための技術基盤が必要となる。

健康に係るパーソナルデータの例として
は、生体情報（心拍数、血糖値、BMIな
ど）に加えて、活動情報（歩数、プール
で泳いだ距離など）の活用も想定され
る。いずれのデータも手間をかけずに自
動で計測するアプリやウェアラブル端末
は既に市場に存在しているが、特定の事
業体が市場を独占できている状況ではな
い。特に保険会社としては健康リスク評
価に必要な情報の取得可否だけでなく、

データの信頼性（本人認証や計測データ
の改ざん防止）が課題となるので、必要
な信頼性を確保できる技術をもち、かつ
十分な市場シェアをもつ端末/アプリ業
者との提携が第一歩となるだろう。海外
保険会社の事例では、情報入手基盤とし
てウェアラブル端末が多く活用されて
いる。

ステップ2：パーソナライズ化された保
険商品の開発

パーソナルデータを保険会社に提供する
見返りとして従来にはない低価格な保険
を選択できることは保険加入者にとって
大きな魅力だ。一方、保険会社側として
は取得した生体情報や活動情報からどの
ように保険料を算出するかが、商品認可
の観点からも最初の関門となるだろう。
各社とも収益性を損なわずに提案できる
商品開発力が求められる。

英国 Avivaでは 2009年からRoad to 
Health社とのパートナリングにより健康

増進サービスをバンドルした保険商品
「MyHealthCounts」の販売を開始し
た。Road to Health社のウェルネスプロ
グラムは、Qscore（対象者の健康に係る
生活習慣データをインプットして、独自
のアルゴリズムによりスコア算出され
る）により、「同じ年齢、性別、人種の
人が100人いたとしたら、自分が何番目
に健康か」という指標で健康度合いを教
えてくれるものだ。保険加入者はこの
サービスを受けられるだけでなく、保険
期間9か月までのQscoreに基づき、最大
15%の保険料割引を受けることができる。

ステップ3：魅力的なリワードプログラ
ムの開発

海外の保険各社は健康状態に応じた保険
料割引だけでなく、目標の達成度合いに
応じて保険加入者に提供されるリワード
開発にも力を入れている。

南アフリカのDiscoveryが開発した健康
増進プログラム「Vitality」では、「Get 

healthy, Get rewarded（健康になって報
酬を手に入れよう）」というコンセプト
を打ち出しており、健康増進に取り組ん
だ結果として得られる報酬の魅力を前面
にだしている。Vitalityでは加入者が健
康に寄与する取組みを実施することでポ
イントを付与され、一定の数値を超える
とステージが上がってそれに応じたリ
ワードを得ることができるが、ドラッグ
ストア、スーパーマーケット、ホテル、
航空会社など、多様や業種を巻き込んだ
リワードを提供している。

また、オーストラリアのMediBankでは
保険加入者はポイントリワード会社の
flybuysにも同時加入することで一定の
flybuyポイントを獲得でき、提携する
スーパーマーケットで生鮮野菜や果物な
どを購入すると通常の3倍のポイントを
得ることができる。さらに、ウェアラブ
ル端末をつけて運動することでも1日最
大で10ポイントを獲得できる。

つまり、リワード開発とはいかに他業種
も含めた魅力あるリワードを保険加入者
に還元できるかであり、業界をまたいだ
産業体系（エコシステム）の確立が競争
優位性におけるポイントのひとつとなっ
てくるだろう。

ステップ4：リワード提供の即時性

最後のステップがリワード提供の即時性
だ。健康状態に応じた保険料割引やリ
ワードは従来商品にはない特徴であり市
場への訴求効果が期待できるが、これら
の商品は保険加入者が健康増進活動をど
の程度実施するかで後の保険料が変動す
るケースもあるため、タイムリーなリテ
ンションが重要だ。人間は飽きやすく忘
れやすいので、なにもしなければ数年後
にかえって保険料が割高となる可能性も
あり、結果ロイヤリティー低下による解
約増につながりかねない。

前述したDiscoveryでは、2015年にActive 
Rewardsの販売を開始した。リワード自

体はスムージー購入チケットなど少額な
ものが中心だが、今週の活動結果が翌週
リワードとして得られる即時性を持って
いるのが特徴だ。

また、米国Oscar Healthでは、フィット
ネスウェアラブルメーカーMisfitとの
パートナリングにより、健康アプリ
「Misfit Flash fitness tracker」と連携す
る保険商品を販売しており、保険加入者
の健康状態に合わせて設定されたゴール
（歩数）を達成できると毎日1ドルが付
与されるリワードプログラム（毎年上限
$240まで）を提供している。

リワードに即時性を持たせることは保険
加入者のリテンションを高めるだけでは
なく、保険業では難しいとされてきたカ
スタマータッチポイントの量・質強化と
も親和性があるので、よりニーズにマッ
チした商品開発や顧客体験提供への波及
効果も期待できるだろう。

3. おわりに

冒頭に述べたとおり前述は既に現実世界
の話であり、日本市場においても無縁で
はいられない。一方で、この保険商品を
中心としたプログラムは従来の業態（場
合によっては業法）の枠組みにとどまら
ず、ビジネスモデル自体の再構築を要す
るため、導入には少なからず経営リスク
が伴うともいえる。デバイス/リワード
パートナーの選定と商談、パートナーを
含めたセキュリティ対策、リワード開
発、事務設計、新商品開発と収益モデル
精査、自社ITシステムの改修とパート
ナーシステムとの接続、代理店への説明
とコミッションへの影響、監督官庁との
調整、業法との整合性、既存保険加入者
からの転換など、やるべきことは山積み
だが、今一番求められているのはなによ
りもスピードだろう。勝者はまだ見えな
いが、筆者もコンサルタントとしてこの
大きな流れの最前線に身を置き、挑戦す
る保険各社と共に成功に向けて尽力した
いと考えている。

Ⅰ. デジタル・イノベーション時代に
求められる提供価値

Ⅰ-1.デジタル・イノベーションがもたら
すビジネス環境の変化とインパクト

IoT（Internet of Thins / モノのインター
ネット）やAI（Artificial Intelligence / 人
工知能）に代表される、新たなテクノロ
ジーがもたらす未来について、様々な場
で議論がなされている。例えばワール
ド・エコノミック・フォーラムでは、弊
社が提唱したデジタル・イノベーション
が引き起こすビジネス環境の変化とし
て、3点を挙げている。
－Products and services to experiences
（モノから体験へ）
－Hyper-personalization（顧客に合わせ
た究極のカスタマイゼーション）
－Ownership to access（所有から利用へ）
このようなビジネス環境の変化は、実体
経済にも次の変化をもたらすであろう。
－消費行動の変容：高額なモノを「購
入」するのではなく、「レンタル」して
体験を楽しむ 

－流通における中間マージンの減少：顧
客とメーカーが直接的に結びつく
－メーカーにおける在庫の減少：注文さ
れてから製造する
こうした変化は、金融業界にも、貸出額
の減少や保険対象となるリスクプールの
減少といった影響をもたらす可能性がある。

またGAFA（Google・Amazon・Facebook・
Apple）に代表されるような、顧客の欲
求サイドに立ったプラットフォーマーや
スタートアップが勢いを増している。こ
のようなプレイヤーは、従来の供給者の
役割を越えて、消費者・顧客目線でサー
ビスを提供することで顧客基盤を拡大し
ている。そのため彼らと競争する企業に
も、より消費者・顧客目線でのサービス
提供が求められる状況になっている。

Ⅰ-2.金融機関が提供すべき価値

前述のようにビジネス環境が変化する中
では、金融機関が提供すべき価値も変化
を遂げなければならない。

従来の金融サービスは、顧客のモノ・コ
トに対する需要に紐づき、個々の需要発
生後にサービスを提供してきた。しかし
それでは、顧客の需要が減少した場合に
は金融サービスの提供機会も減少するこ
とになる。また消費者は、需要発生後の
時間がない中で意思決定を強いられるた
め、価格を重視した意思決定にならざる
を得ない。その結果、金融商品・サービ
スは価格競争に陥ることになる。このよ
うな状況を回避するためには、金融機関
はどのようなビジネスモデルを目指すべ
きなのだろうか。

Ⅱ.目指すべきビジネスモデル

Ⅱ-1.目指すべきビジネスモデル
―デジタル・ライフ・アドバイザリ―
顧客の本質的欲求を引き起こし満たすた
めには、顧客のライフデザインを理解
し、顧客が「叶えたいこと」に対して金
融領域のみならず非金融領域も含んだ商
品・サービスを提供する必要がある。そ
れをデジタル・テクノロジーで実現する

図表2   差別化要素と成熟度
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のが「デジタル・ライフ・アドバイザ
リー」の考え方である。

これまでも顧客のライフイベントを捉え
て各局面で商品・サービスを提供する手
法は存在したが、その範囲は金融に限定
されており、非金融まで含めた「叶えた
いこと」へのアドバイスは不十分であっ
た。例えば一部の富裕層には非金融まで
踏み込んだサービスがあるものの、高度
な知識・経験をもった限られたハイスキ
ルな担当者でなければサービスを提供で
きなかった。

一方、デジタル・ライフ・アドバイザ
リーは、デジタル・テクノロジーを活用
の上、顧客の人生を一連の「線」として
捉えてサービスを提供する。従来型のビ
ジネスに対し主に次の3点が異なる（図
表1）。
－提供価値の範囲：銀・信・証・保の垣
根を越えた金融サービス、さらには非金
融商品・サービス・情報まで提供するこ
と。加えて、顧客の非金融資産も取り扱
い対象とすること

－提供タイミング：非金融商品まで踏み
込んだサービス提供により、顧客が自身
の潜在ニーズに「気付く」段階から関与
すること
－提供可能な顧客対象：デジタル・テク
ノロジーを活用し、非金融商品までカ
バーする知識・経験を、従来の富裕層・
マス富裕層のみならずマスリテール層に
まで提供すること

具体的には、顧客とともにライフプラン
を設計する際、ライフイベントのみなら
ず人生全体を通じたライフニーズを踏ま
え、顧客の本質的欲求を洗い出していく
ことが必要である。

また、従来のように顧客が自身のニーズ
を「叶える」段階になってからアプロー
チするのではなく、顧客がそれに「気付
く」段階から関係性を築いていくことが
重要である。

例えば、賃貸住宅に住む顧客に対して、
賃貸 vs持家での家計シミュレーション
を提供する、同一世代で持家に住む人々

のライフスタイルを紹介して住宅購入に
関心をもたせる等。そして顧客が気付い
たニーズを「叶える」段階まで金融・非
金融商品・サービスを織り交ぜながらサ
ポートし、「快適な住環境」を叶えると
いう体験を提供するのである。（図表
2）。その後は顧客が得た非金融資産に
対し、活用・共有・売却のサポートを実
施することが必要になる。

Ⅱ-2.「金融機関ならでは」のケイパビリ
ティに基づく価値

このような価値を提供する場合に金融機
関はその中心となり得るのだろうか。
「金融機関ならでは」のケイパビリティ
として次のことが挙げられる。
a.顧客のリスクを測る力（与信力・引受力）
b.顧客のマネーフローや資産に関する情
報およびそれを推定する力
c.顧客のリスク志向を把握する力
d.顧客の消費内容を把握・推定する力
e.マーケットや企業動向を洞察する力
f. 様々な企業・顧客との取引基盤

金融機関はこのようなケイパビリティを
活用することでデジタル・ライフ・アド
バイザリーによる価値提供ができるので
はないか。一方で、非金融商品の情報は
外部連携によって取得する必要があるた
め、これからの金融機関はオープンなカ
ルチャー・業務・システム基盤をもつこ
とが求められる。

当然ながら、金融機関のタイプによりデ
ジタル・ライフ・アドバイザリーの実現
に必要な要件は異なる。メガフィナン
シャルグループに代表されるような、自
社商品だけでなく他社金融商品（証・
保）を自社チャネルにて販売する企業
は、デジタル・ライフ・アドバイザリー
に関して親和性は高いものの、今後は非
金融商品を取り込んだ上で、商品軸でな
く顧客軸でのオペレーティングモデル設
計が必要となるであろう。一方で、単一
金融商品のみを自社チャネルで販売して
いる金融機関は、そもそも金融サービス
の統合・非金融商品の取組みに踏み込む
意思決定とチャネル力の大幅な強化が必

要となる。また自社商品を他企業チャネ
ル主体で販売している企業は、「叶えた
いこと」を意識した、非金融・他金融商
品ともに組成・販売されるような商品
サービスを提供しなければならない。

Ⅱ-3.デジタル・ライフ・アドバイザ
リーを支えるテクノロジー

デジタル・ライフ・アドバイザリーを支
えるテクノロジーの要件として、3点挙
げられる。
－オープン：自社金融商品・他社金融商
品だけでなく非金融までつなげること。
また、自社金融商品については、API
（Application Program Interface）等の
技術を活用し、有力な販売業者に容易に
つながること
－コネクテッド：販売担当者や顧客が常
に情報を共有しながらライフデザインを
行うためクラウド等を活用すること
－インサイトフル：デジタル・ライフ・
アドバイザリーは販売担当者の知見をサ
ポートする必要があるため、アナリティ

クスやAI、そのインプット収集のための
センサー技術やソーシャルに取組むこと

Ⅲ. ビジネスモデルの転換に向けて

本稿では、デジタル・イノベーションが
もたらす新たな時代において求められる
価値と、その方向性の一つであるデジタ
ル・ライフ・アドバイザリーに関して言
及を行った。実際のビジネスモデルの転
換に向けては、大胆な改革が必要となる
であろう。しかし、海外金融機関を含む
ライバルはデジタル・テクノロジーに積
極投資し、その力を活用しようとしてい
る。日本では、個々のデジタル・テクノ
ロジーに関する議論が多いが、本質的に
はどのようなビジネスモデルを実現した
いのかを議論すべきである。この機会
に、デジタル・テクノロジーがもたらす
様々な恩恵と自社の強みを組み合わせた
ビジネスモデルの議論をしてはいかがだ
ろうか。弊社もその一助となれば幸いで
ある。

• Momentum（南ア）: フィットネススコアのレベルに応じて、多種多
様な商品の割引を受けられる。
• AXA（仏）: 実施したアクティビティに応じて、ポイントを付与され、
健康増進に資するサービス（ジム利用料金割引サービスなど）を受ける。

• Aviva（英）: 健康スコア（Qscore）に応じて保険料の割引を適用
• Accordia Life（米）: 最低2年に1回以上の健康診断受診と体重によ
って保険料の割引を適用 

• 各種ウェアラブル端末
• 各種スマートアプリ

• Discovery（南ア）: 今週の活動結果が翌週リワードとして還元される。
• Oscar Health（米）：目標を達成すると毎日1ドル付与される。

ステップ4
リワード提供の即時性

事例

ステップ3
魅力的なリワードプログラムの開発

ステップ2
パーソナライズ化された保険商品の開発

ステップ1
健康リスクを算定する個人情報の収集




